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１ 福岡県における太陽光パネルを取り巻く状況

２ 福岡県の取組

    (1) 廃棄太陽光パネルスマート回収システム

    (2) 太陽光パネルリユースモデル事業

３ 太陽光パネルの資源循環に向けた課題認識
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本日お話する内容



福岡県における太陽光パネルの導入量・排出量（想定）

• 太陽光パネルの排出量は2036年頃がピークと想定

• 大量廃棄されるパネルのリサイクルの促進に加え、排出量の平準化に向けた取組が必要

太陽光パネルの導入量の推移

出所） 福岡県実績
（パネル1枚250W、20kgで換算）

累積導入量：2５９万kW（全国９位）

FIT開始

導
入
量(

ｔ)

2014年がピーク

2036年頃がピーク
排
出
量(

ｔ)

パネル排出量の
平準化

太陽光パネルの排出量（想定）

(13,482t/年）

出所） 「太陽光発電リサイクルに関する国内動向調査、分布調査及び排出量
予測」（NEDO、（株）三菱総合研究所、2019年）をもとに福岡県作成

（R6.3月末時点）
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（FIT後賃貸土地分排出シナリオ）



県内に高度なリサイクル技術を持つ事業者が存在

㈱リサイクルテック

  工場名   太陽光発電リサイクル工場

所在地  北九州市若松区向洋町10-３１

設立   1998年12月

資本金  3,000万円

事業 使用済OA機器・廃太陽光パネルのリサイクル

株主 ㈱新菱、㈱リコー

• 全国的にも数少ない太陽光パネルの高度なリサイクル技術を持つ事業者が存在

• 効率的な回収システムがあれば、太陽光パネルのリサイクル促進が可能な環境

PVパネル高度リサイクルプラント

  処理能力 ９万枚/年

高リサイクル率 約99％

サーマルリサイクル プラスチック約18％は、熱分解炉
                        の熱源として利用

[ホームページ]

https://ce3r.shinryo-
gr.com/recycle-tech

リサイクル率＝99% 3
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廃棄太陽光パネルスマート回収システム

スマート回収

廃棄太陽光パネルが発生

保管量確認

排出者が保管パネル
情報を登録

保守・修理、解体

太陽光発電設備（発電事業者）

排出事業者

スマート回収支援ソフト
（クラウド）

リサイクル業者収集運搬業者

回収量確認

アルミ枠 ガラス片

セル（金属片）

①

②

③ ④

⑤

システムの概要

排出事業者、収集運搬業者、リサイクル業者等が、廃棄パネルに関する情報（保管量、保管場所、種類）を
クラウド上の支援ソフトで共有し、点在する廃棄パネルを効率的（スマート）に回収、リサイクル

電子情報

産廃電子ﾏﾆﾌｪｽﾄ

• 太陽光パネルのリサイクルに関係する事業者を中心として、H30年に「太陽光発電(PV)保守・リサイクル
推進協議会」を設立。本県における太陽光パネルの資源循環を推進する上でのプラットフォームとして機能

• 本県と（公財）福岡県リサイクル総合研究事業化センターは、「廃棄太陽光パネルスマート回収システ
ム」を開発し、R3年度から運用を開始
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○基本機能

    １） 排出事業者の廃棄パネル情報登録機能

(パネルメーカー、有害物質情報等も登録可能）

２） 収集運搬業者の保管パネル把握・回収日決定機能

  ３） リサイクル業者への持込量把握・処理日登録機能

４） 管理者のシステム把握機能

○サブ機能

 ５） 収集運搬最適ルート自動検索機能

  ６） 収集運搬車輌追跡機能

 ７） 不定期で発生する大量廃棄情報登録機能

  ８） データ編集・履歴機能

９） 電子マニフェストサーバーへの接続機能（EDI接続）

基本機能とスマート回収の状況

パネルの保管 積込・運搬

GPSトラッカー 収運事業者

回収場所 処分業者

重量の合計が閾値を超えると
収集運搬業者にお知らせを発信

廃棄パネル情報登録画面

最適ルートの検索
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効率的な収集運搬に向けて

関係者の声

①複数の都道府県で廃棄パネルを収集運搬する場合に、積込み、

 積下しする全ての自治体において廃棄物処理法の許可を取得する

必要がある。

 負担軽減のため、広域認定制度などの創設をご検討いただきたい。

②少量の廃棄パネルの運搬に当たっては、複数の保管場所を巡回する

スマート回収が効率的である。

小口の排出事業者向けに、廃棄パネルを一定量・一定期間保管

可能な中間集積場（積替え保管場所）の整備・指定などが有

効ではないか。

③廃棄物処理法では、積替保管を行う場合は、保管上限が１日当

たりの平均搬出量の7日分に制限されている。

 一定量・一定期間の保管が可能となるよう新たな制度での規

制が有効ではないか。
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（１） リユースWGの設置

（２） リユースモデル実証

参加メンバー：メンテナンス事業者、発電事業者、リサイクル事業者、
 リユース事業者、収集運搬業者、大学

WG構成企業が協同して、診断・運搬・発電に係る一連のリユースモデルを実証

排出事業者

再資源化

PPA事業者

一次保管
場 所

産業廃棄物

リユース
パネル

リユース太陽光
発電実証施設

リサイクル業者

診断
＜設置現場＞

診断
＜処分持込品＞

パネル
提供

■リユースパネ
ル診断方法の
検討

■ リユースパネル
  診断方法の検討

パネル
提供

■ リユースパネルの
  運搬・保管方法の検討

■ 実証施設による発電

＜検証内容＞

・発電効率の比較、経時変化

・料金設定、余剰電力把握

・診断基準の設定、検証

・規格が混在したパネルを混
在使用した場合の有効性

・事業採算性、LCA評価

太
陽
光
パ
ネ
ル
リ
ユ
ー
ス
モ
デ
ル
の
確
立

• 太陽光パネルのリユースを促進するため、県内の発電事業者、リサイクル業者等と協同して、太陽光パネル
のリユースに係る信頼性や事業採算性を検証するモデル事業を実施

直 送

運搬業者

太陽光パネルリユースモデル事業（R５年度～）
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パネルの性能診断

フルスペック検査 簡易検査

検査場所

・専用設備を備えた検査会社 ・パネルの設置場所又は保管場所

特徴

・国推奨の方法で信頼性が高い

・専用設備を備えた検査会社が限られている

・パネルを検査会社に持ち込む必要あり

・現場で容易に検査が可能

・検査精度の検証が必要（フルスペック検査との比
較、設置発電後の検証）

I-V検査

• パネルの設置に当たって、使用済パネルの診断を行い、再利用可能な性能を有しているか

どうかを確認
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使用済パネルのリユース促進に向けて

関係者の声

①安心してリユースパネルを使用するには、リユース可能な性能を有して

いることが重要。

フルスペック検査は、信頼性の高い診断方法ではあるが、コストも高い。

   診断にコストがかかり過ぎると、リユースパネルのコストメリットが乏しくな

るため、安価で信頼性の高い診断方法の確立が必要不可欠。

②新品パネルの性能が向上し、価格が低下している中、リユースパネルを

選択するメリットが低い。

   リユースパネルの保証や補助金制度があるとインセンティブになるの

ではないか。

 また、リユースパネルのLCAを評価したうえで、カーボンクレジットを

付与するなどの手法も有効ではないか。
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太陽光パネルの資源循環に向けた課題認識

リサイクル施設の整備促進

関係者の声

国に期待すること

①将来のパネル排出量に応じて、計画的な施設整備を進めたい。

 現状、施設整備に係る手続きに時間を要し、予想に反し、急激に

パネル排出量が増加した場合、処理が滞るおそれがある。

②施設の初期投資には多額の費用負担が発生する。

③リサイクル後の再生材の用途が限られている。（特にガラス）

①各地域における廃棄パネルの排出量予測の精度向上、

 施設整備に要する期間の短縮に資する施策

②施設整備を促進するための事業者への補助金の継続・拡大
（一方でビジネスとして成立させるために、乱立は避ける必要あり）

③再生材（ガラス）が着実に利用されるよう用途を拡大

課題
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太陽光パネルの資源循環に向けた課題認識

発電終了後の放置対策及び放置された場合の対応

現状

国に期待すること

• 発電事業に関する届出・審査事務等は国の所管。

（自治体は全てを発電施設を把握しているわけではない）

• 再エネ特措法では、FIT認定施設について、発電設備の解体まで

国の権限が明確化されている。（指導、立入、報告徴収等）

• 発電施設の放置を未然に防ぐ放置対策や放置への対応
については、発電事業を所管する国が直接実施することが
望ましい。

• 自治体は、廃棄物処理法に基づき、廃棄物に該当するパネル
の適正処理（リサイクル）の指導等の役割を果たす。

課題
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